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市川レポート（No.305） 

 ドル円について短期的には一目均衡表が示唆する103円台の抵抗線を突破できるか否かに注目。 

 日銀新政策は為替市場に物価上昇期待と円安を促すに至らず、米大統領選前の円高に注意。 

 米大統領選挙が波乱なく終了し、12月に米利上げの流れとなれば、ドル円は年末105円を予想。 

年末までのドル円相場展望 

ドル円について短期的には一目均衡表が示唆する103円台の抵抗線を突破できるか否かに注目 

 

 ドル円は、9月に1ドル＝100円水準でサポートされた後、緩やかにドル高・円安方向へ切り返し、10月に入っ

てもこの流れを継続しました。ドル高・円安方向への反転は9月27日を起点としているため、為替市場は9月26

日の第1回米大統領選テレビ討論会を受けてクリントン候補優勢との見方をいったん織り込み、これがリスクオフ

（回避）の後退につながったと推測されます。また足元の米長期金利上昇もドル高・円安要因と思われます。 

 

 テクニカル分析でよく使われる一目均衡表をみると、雲上限（過去52日間の最高値と最安値を足して2で割

り26日先にずらした値）は、10月10日までは103円25銭水準、10月11日以降は103円51銭水準に位置

しています（図表1）。ドル円は年初から雲上限に上値を抑えられて反落する場面が多くみられましたので、今

回は103円25銭水準、あるいは103円51銭水準を超えてドル高・円安が進行するか否かに注目が集まります。 

1 

【図表2：ドル円の長期チャート】 【図表1：ドル円の一目均衡表】 

(注) データ期間は2016年6月30日から10月4日。先行スパン1と先行スパン2は2016年6月30
日から11月8日。 

(出所)Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

(注) データ期間は2011年9月から2016年9月。月間の始値、高値、安値、終値のローソク足
チャート。 

(出所)Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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日銀新政策は為替市場に物価上昇期待と円安を促すに至らず、米大統領選前の円高に注意 

 

 なお日銀は9月21日、金融緩和強化のための新しい枠組みである「長短金利操作付き量的・質的金融緩

和」を発表しました。しかしながらドル円は発表を受けて一時的にドル高・円安で反応したものの、その後はすぐに

ドル安・円高方向の動きへ転じました。これをみる限り、為替市場は日銀の新しい枠組みでも物価の上昇は難し

いと判断しているものと推測されます。 

 

 株式市場と同様、為替市場にとっても11月8日の米大統領選挙は年末までの重要イベントであり、トランプ候

補優勢ならリスクオフの円買いに傾きやすく、クリントン候補優勢なら落ち着いた動きになりやすいと思われます。

米大統領選挙までは不透明感の強い相場展開が見込まれ、ドル円が再び100円を割り込んでドル安・円高方

向に振れるリスクは、まだ完全には払拭されていないと思われます。 

 

米大統領選挙が波乱なく終了し、12月に米利上げの流れとなれば、ドル円は年末105円を予想 

 

 なお米国では政策を法案化するのは議会です。そのためトランプ候補が大統領になっても極端な政策が実現

する可能性はかなり低いとみています。この点の織り込みが進めば、大統領選挙に起因するリスク回避の円高リ

スクは、徐々に後退していく可能性があります。また欧州の政治動向や中国の景気動向は、9月28日付レポー

ト「年末までの日本株展望」でお伝えした通り、現時点で過度な警戒は不要と考えます。 

 

 米大統領選挙が波乱なく終了し、12月の米連邦公開市場委員会（FOMC）で利上げが実施される流れと

なれば、米国の政治・経済に対する市場の不透明感は大きく解消されます。その結果、年末に向けて投資家心

理が改善し、ドル円はドル高・円安方向に反応しやすくなると思われます。ただし米金融当局は緩やかな利上げ

ペースを示唆しているため、ドル円の上昇ペースも限定的となり、ドル円の年末水準は105円程度を見込みます。 

 



3 

 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は

金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を

保証するものではありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰

属します。 

 本資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を

行うことを厳に禁じます。 

 この資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解

下さい。 
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